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Ⅰ．はじめに

１．本検討会の目的

平成 年 月、廃棄物・リサイクル対策を総合的・計画的に推進する基盤となる12 5

法律として「循環型社会形成推進基本法」が成立した。同法第 条では、第 項で23 1

、 、 。経済的助成措置について 第 項で経済的負担措置について それぞれ規定している2

特に、経済的負担措置については、その導入による効果、我が国の経済に与える影響

等を国が適切に調査・研究し、これをベースに国民の理解と協力を得るよう努めるこ

とと規定し、その導入に向けた道筋が明らかにされている（参考 。1）

この経済的負担措置については、循環型社会形成推進基本法案の国会審議でも多く

の関心が寄せられるなど極めて重要な政策手法である。また、その一方で、経済的負

担措置は国民に新たな負担を求める措置であることから、十分な検討と国民的合意を

得ることが必要である。

また、経済的手法は、既存の社会システム、廃棄物処理体制、国民の廃棄物対策へ

の意識、文化的背景などによってその効果が異なってくるため、諸外国の状勢を調査

しつつ、我が国において最も適切と考えられる形で、導入の前提条件、関係主体の役

割と責務の明確化、国民への啓発活動の在り方などを整理し、その仕組みを検討する

必要がある。

このため、環境庁では、本問題に知見を有する者からなる検討会を設置し、具体的

な経済的負担措置を講ずる前提として、循環型社会形成推進基本法第 条第 項の23 2

趣旨にのっとり、主として、循環型社会形成のための経済的負担措置の内外の活用実

態や、その適用に伴う効果、実施上の留意点を調査・研究し、その結果を体系的に整

理することとした。

２．検討の視点

この検討会では、平成 年 月の中央省庁再編に伴い環境省が設置され、廃棄物13 1

・リサイクル対策を一体的に実施する新たな体制が整備されることを見据え、年内に

上記論点を体系的に整理し、これを新体制に引き継ぐとともに、循環型社会形成推進

基本計画の議論のベースとして活用できるように取りまとめることを念頭に置いて、

検討を行った。

今後、この検討結果を踏まえ、廃棄物・リサイクル対策に係る経済的手法について

の国民的な議論が更に深まることを期待する。


